
Ⅰ．はじめに

　１９６０年代の拡大造林期には林業の担い手として，家族経営的な

中小林家が期待された。しかし，林家数自体が減少し，また，林

家の非農家化，高齢化等を背景とし，林業に従事しうる世帯員も

減少した。このため，適切な森林管理がなされる事が困難な状況

となり森林管理の担い手としての林家の地位は低下してきた。し

かし，そうした中，１９９０年世界農林業センサスの分析を行った興

梠は，兼業が深化せず，人工林資源が成熟している四国・九州の

５０～１００ha 層において家族経営の形での林業生産活動が活発であ

る事を明らかにし，同時に安定的な兼業収入への依存を強めてい

る兼業深化地域において，５０ha 未満層での林地手放し傾向，生

産活動の不活発化を指摘した（1）。また，９４年林業構造動態調

査の分析を行った鶴は，５０ha 未満層の従事者数の減少と，５０ha

以上層における施業への自家労働力の投入傾向の高まりを報告し

ている（2）。

　今回の２０００年世界農林業センサス（以下，「２０００年センサス」

という）では，１９７０年より減り続けていた１戸当り林業従事世帯

員数が，今後も減少が予想されていたのに反し，微増に転じると

言う現象が検出された。これは２０００年センサスの大きな特徴のひ

とつである。この１戸当り林業従事世帯員数の下げ止まりという

新しい現象をどうとらえるか，今後の森林管理の担い手を議論す

る上で，大きな論点になると考えられる。そこで，本研究ではそ

の前段階として，林家の林業従事世帯員の特性を把握する事を目

的とした。

Ⅱ．研究方法

　センサスデータを用い１戸当り林業従事世帯員数の動向を地帯

別，階層別に分析し，また労働市場との関係も考察した。なお，

１戸当り林業従事世帯員数の少ない北海道と沖縄や，５００ha 以上

層は適宜除いている。

Ⅲ．１戸当り林業従事世帯員数の動向

　１９７０年時点では林業に従事する世帯員は，５ha 以上の林家に

おいて，平均すると１戸の林家に１人以上いた。しかし，その後

林家の非農家化，高齢化などに伴い，林業に従事しうる世帯員が

減少し，１９９０年時点では１戸当り０．５５人となり急激な減少を見せ

ていた（表－１）。ところが，２０００年センサスではその数が０．５７

人と減少から一転して微増に転じた。これを農家林家，非農家林

家別に詳しく見てみると，９０年と比べ，３ha 以上の農家林家で

０．５７人から０．６５人へと１４％の増加となっているのに対し，非農家

林家では１％の減少となっている（図－１）。従って今回の増加

現象は農家林家で主に起きている現象といえ，以降は農家林家の

動向を中心に見ていくこととする。なお，２０００年センサスから林
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表－１．一戸当り林業従事世帯員数の推移

一戸当り林業従事世帯員数年

１．２６人１９７０

０．８６人１９８０

０．５５人１９９０

０．５７人２０００

注：５ha 以上林家



家調査の下限が１ha から３ha に引き上げられたため，３ha 以上

の農家林家を対象とした。

Ⅳ．結果と考察

　１．林業従事日数の変化

　図－２と図－３は農家林家における従事日数別の従事世帯員数

の変化を示している。「主に自営林業に従事」では，従事世帯員

が全従事日数で増加しており，特に１～２９日，３０～５９日以下にお

いての増加が顕著となっている。また，「主に雇われて林業に従

事」では，６０～１４９日，１５０日以上の長期雇われ従事世帯員数が激

減し，２９日以下の短期雇われ従事世帯員数が大幅に増加している。

　これらを，さらに詳しく保有山林面積規模（以下，「階層」と

いう）別に見る（図－４，５）。自営林業従事世帯員は１４９日以下
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図－１．１戸当り林業従事世帯員数の推移

図－２．従事日数別１戸当り林業従事世帯員数の推移
（主に自営林業に従事）

図－４．階層・従事日数別１戸当り林業従事世帯員増減率
（主に自営林業に従事，９０年比）

図－３．従事日数別１戸当り林業従事世帯員数の推移
（主に雇われて林業に従事）

図－５．階層・従事日数別１戸当り林業従事世帯員数増減率
（主に雇われて林業に従事，９０年比）

図－６．１戸当り林業従事世帯員数と増減率（９０年比）

図－７．地帯別・階層別増減率（９０年比）



の中短期就業では，２０ha 未満の層において大きく増加しており，

３０～５９日，６０～１４９日の中期就業では３０～５０，５０～１００ha の層で

減少している。一方，雇われ林業従事世帯員は，６０～１４９日，１５０

日以上の中長期就業では，ほぼ全ての階層で減少している。また，

５９日以下の就業においては，２０ha 以上の階層を中心に増加して

いる。

　２．地帯別にみた１戸当り林業従事世帯員の動向

　１戸当り林業従事世帯員数の動向を全国農業地域区分（以下，

「地帯」という）別に見ると，東北，関東・東山で９０年と比べ

２０％を超える増加率を示している（図－６）。全国的に増加を見

せる中で，唯一減少傾向にあるのが南九州である。実数自体は北

九州と並び高い値を示しているが，その従事世帯員数は１戸当り

０．９９人から０．９５人と４％の減少となっている。

　大幅な増加を示した東北，関東・東山，微増もしくは減少した

九州について階層別にその動向を見る（図－７）。大幅な増加を

示した東北，関東・東山では主に３０ha 未満層での急激な増加が

みられる。一方，１戸当り林業従事世帯員が微増もしくは減少し

た九州ではともに，３０～５０，５０～１００ha 層が大きく減少している。

　３．地域労働市場と林家の林業従事の関係

　農家林家の主業動向をみると，恒常的勤務が９０年の４６％から

２０００年の４４．３％へと１．７ポイントの減少，出稼ぎ・日雇いが２．８ポ

イントの減少，一方，自営林業と，その他の自営業（農業，農林

業以外の自営，年金のみも含む）でそれぞれ０．９ポイント，３．６ポ

イントの増加となっている（図－８）。その背景としては，林家

の積極的な自営化，不況によるリストラの増加，定年による帰農

や帰林などが考えられるが，センサスによる分析では限界があり

今後の課題といえる。

　次に，労働市場と林業従事との関係について地帯別に見る。９４

年に興梠は，労働市場の狭隘な東北，四国，九州を兼業化地域，

その他の安定的な兼業収入に依存している地域を兼業深化地域と

分類した（1）。図－９は縦軸に，戸当り林業従事世帯員増加率

を，横軸に主業の中で恒常的勤務を主業とする農家林家の割合を

とったものである。９０年と比べると，北九州を除き，東北などの

兼業化地域で恒常的勤務主業割合が増加している。また，関東な

どの兼業深化地域では，恒常的勤務の減少を伴いながらの，従事

世帯員の大幅な増加が見られる。このように，兼業化地域と兼業

深化地域で対照的な動きを示していることがわかる。

　さらに，特徴的な動きの見られる東北，南関東，南九州の３地

帯を階層別に見る（図－１０）。東北では全体的に恒常的勤務割合

の増加が見られ，３０ha 未満の層では従事世帯員数の増加も顕著

となっている。南関東では３０ha 層未満の層で恒常的勤務割合の

減少および従事世帯員の増加が見られる。また南九州では５～

１００ha 層で従事世帯員の減少と恒常的勤務割合の増加が見られ，

中でも５０～１００ha 層で従事世帯員数が著しく減少している。

Ⅴ．まとめ

　以上のことより，まず今回１戸当りで増加が確認された林業従

事世帯員の多くは，２０ha 以下層，１４９日以下の中短期就業の従事

者であるといえる。

　次に，従事世帯員の増加は，９０年に兼業深化地域といわれた地

帯で顕著に起きているといえる。一方，兼業化地域（相対的に恒

常的勤務兼業比率が低い地域）といわれた地帯では，東北におい

ては恒常的勤務割合の増加および従事世帯員の増加が，四国・九
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図－８．農家林家の主業動向 図－９．恒常的勤務割合と１戸当り林業従事世帯員の推移

図－１０．恒常的勤務割合と１戸当り林業従事世帯員の推移



州においては従事世帯員の減少，もしくは微増にとどまると言う

現象が検出された。特に８０年代，農林複合経営化が進み，家族的

経営による林業により，森林管理の担い手として期待されていた

南九州の５０～１００ha 層では，恒常的勤務の増加，１戸当り林業従

事世帯員数の減少が顕著にみられるといった，９０年センサスの分

析で指摘された事とは異なる現象が見られた。

　今後の課題としては，１戸当り林業従事世帯員の増加を見せた

農家林家を森林管理の担い手として位置付けるに当り，センサス

では分からない世帯員の年齢やその生産性，森林管理水準に関し

て実態調査等で明らかにしていく事が必要である。また，林家の

林業従事状況は補助金との関係も強いため，国の林業補助金の推

移や，自治体独自施策の影響を考慮した検証が求められる。
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